
四日市市告示第２６６号  

 四日市市担い手確保・経営強化支援事業費補助金交付要綱の一部を改正する要

綱を次のように定める。  

  令和６年３月３１日  

四日市市長   森   智  広  

 

四日市市担い手確保・経営強化支援事業費補助金交付要綱の一部を改正する要綱  

 

 四日市市担い手確保・経営強化支援事業費補助金交付要綱（平成２８年四日市

市告示第８１号）の一部を次のように改正する。  

 

改正後  改正前  

 （目的）   （目的）  

第１条  この要綱は、付加価値額の拡大

など経営発展に関する目標を定めてこ

の目標の達成に取り組む担い手を支援

するため、担い手確保・経営強化支援

事業実施要綱（平成２８年１月２０日

付け２７経営第２６１２号農林水産事

務次官依命通知。以下「国の実施要綱

」という。）に基づき、地域の農業の

担い手の育成・確保と、地域において

目指すべき将来の集約化に重点を置い

た農地利用の姿等を策定し、その実現

に向けた取組を推進する地域において

、担い手が売上高の拡大や経営コスト

の縮減に取り組む際に必要となる農業

用機械等の導入等についてその経費の

一部を、予算の範囲内において支援を

第１条 この要綱は、付加価値額の拡大

など経営発展に関する目標を定めてこ

の目標の達成に取り組む担い手を支援

するため、担い手確保・経営強化支援

事業実施要綱（平成２８年１月２０日

付け２７経営第２６１２号農林水産事

務次官依命通知。以下「国の実施要綱

」という。）に基づき、地域の農業の

担い手の育成・確保と、農地の集積・

集約化を一体的かつ積極的に推進す

る地域において、担い手が売上高の拡

大や経営コストの縮減に取り組む際に

必要となる農業用機械等の導入等につ

いてその経費の一部を、予算の範囲内

において支援を行い、経営発展を促進

するため、補助金の交付について必要



行い、経営発展を促進するため、補助

金の交付について必要な事項を定める

ことを目的とする。  

 

な事項を定めることを目的とする。 

 

（交付対象者）  （交付対象者）  

第３条  補助金の交付を受けることがで

きる者は、次の各号に掲げる者とす

る。 

第３条  補助金の交付を受けることがで

きる者は、次の各号に掲げる者とす

る。 

(1) 地域計画（農業経営基盤強化促進  

法（昭和５５年法律第６５号。以下

「基盤強化法」という。）第１９条第

１項に規定する地域計画をいう。以

下同じ。）のうち目標地図（基盤強

化法第１９条第３項の地図をいう。

）に位置付けられた者であり、次の

いずれかの要件に該当する者。  

ア 基盤強化法第１２条第１項の認定 

を受けた認定農業者（基盤強化法２ 

３条第４項に規定する特定農業法人 

を含む。）であること。 

イ 基盤強化法第１４条第１項の規定 

に基づき青年等就農計画の認定を受 

けた認定就農者であること。 

ウ 基盤強化法第２３条第４項に規定 

する特定農業団体その他委託を受け 

て農作業を行う組織（法人を除く。 

）であって次の要件を全て満たすも 

の。 

(ア) 代表者の定めがあり、定款又 

は規約が定められていること。 

(イ) 共同販売経理を行っているこ 

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(ウ) 目標年度までに法人化するこ 

とが確実であると見込まれるこ 

と。 

エ 四日市市農業経営基盤の強化の促

進に関する基本構想（基盤強化法第

６条第１項に基づいて本市が定める

基本構想をいう。）に示す目標所得

水準を達成している農業者及び市長

が認める者。 

(2)  適切な人・農地プラン（人・農地

プランの具体的な進め方について 

（令和元年６月２６日付け元経営第 

４９４号農林水産省経営局長通知）

同通知４の（１）のイにより、そ

の適切性が確認されたものをいう

。以下同じ。）に位置付けられた中

心経営体であり、前号のアからウ

のいずれかの要件に該当する者。

ただし、国の実施要綱別記１の第

１の２の（６）に該当する場合に

限る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 適切な人・農地プラン（人・農地 

プランの具体的な進め方について

（令和元年６月２６日付け元経営第

４９４号農林水産省経営局長通知）

に定める人・農地プランをいう。以

下同じ。）に位置付けられた中心

経営体であり、次のいずれかの要件

に該当する者 

 

 

 

 

ア 農業経営基盤強化促進法（昭和  

５５年法律第６５号。以下「基

盤強化法」という。）第１２条第

１項の認定を受けた認定農業者（

基盤強化法２３条第４項に規定す

る特定農業法人を含む。以下同じ

。）であること。 

イ 基盤強化法第１４条第１項の規 

定に基づき青年等就農計画の認定 

を受けた認定就農者であること。 

ウ 基盤強化法第２３条第４項に規 



定する特定農業団体その他委託を 

受けて農作業を行う組織（法人を 

除く。）であって次の要件を満たす 

もの。 

(ア) 代表者の定めがあり、定款 

又は規約が定められているこ 

と。 

(イ) 共同販売経理を行っている 

こと。 

(ウ) 目標年度までに法人化する 

ことが確実であると見込まれ 

ること。 

(3) 農地中間管理機構（農地中間管理

事業の推進に関する法律（平成 25

年法律第 101 号。以下「農地中間管

理事業法」という。）第４条の規定

による指定を受けた法人をいう。）

から賃借権等の設定等（農地中間管

理事業法第１８条第１項に規定する

賃借権の設定等及び基盤強化法第７

条の規定により農地中間管理機構が

行う農地売買事業等による権利の設

定等をいう。）を受けた者（設定等

を受けることが確定している者を含

む。）であり、第１号のアからウま

でのいずれかの要件に該当する者。

ただし、国の実施要綱別記１の第１

の２の(５)に該当する場合に限る。 

 

 

 

 

(2) 人・農地プランを作成していない

地域で、農地中間管理機構から賃

借権等の設定等を受けた者（設定

等を受けることが確定している者

を含む。以下同じ。）であって次の

要件を満たすもの。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

ア  今後の人・農地プランの作成時

期や作成の見通しなどを国の実施

要綱別紙様式第１号に規定する担



 

 

 

 

 

（4） 地域における継続的な農地利用を

図るものとして市長が認める者。 

い手確保・経営強化支援計画書で

明らかにすること。 

イ  遅くとも事業承認年度の翌々年

度までに人・農地プランを作成す

ること。 

（3） 地域における継続的な農地利用を

図るものとして市長が認める者。 

 

（交付対象となる事業） （交付対象となる事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業は、

次の各号に掲げる要件をすべて満たす事

業とする。 

第４条 補助金の交付対象となる事業は、

次の各号に掲げる要件をすべて満たす事

業とする。  

(1) 補助対象者が自らの経営において

行う次のいずれかに掲げる事業であ

って、当該事業に要する経費につい

て、国の実施要綱別記１の第１の４

の（１）のオに規定する機関から行

われるプロジェクト融資（以下、事

業を行う場合に活用する融資を「プ

ロジェクト融資」という。）を受けて

いること。ただし、前条第１号のエ

及び前条第３号に規定する補助対象

者（以下「市長が認める者」とい

う。）については、この限りでない。 

(1) 補助対象者が自らの経営において

行う次のいずれかに掲げる事業であ

って、当該事業に要する経費につい

て、国の実施要綱別記第１の４（１）

エに規定する機関から行われるプロ

ジェクト融資（以下、事業を行う場

合に活用する融資を「プロジェクト

融資」という。）を受けているこ

と。ただし、前条第３号に規定する

補助対象者（以下「市長が認める

者」という。）については、この限

りでない。 

ア及びイ （略） ア及びイ （略） 

（2） 個々の事業内容ごとに、国の実施 

要綱別記１の第１の４の（１）のエ 

の（イ）に記載の基準を満たしてい 

ること。 

 

（目標達成状況報告）  

第２７条  補助事業者は、国の実施要綱

(2) 個々の事業内容ごとに、国の実施

要綱別記第１の４（１）ウ（イ）に

記載の基準を満たしていること。 

 

 

（目標達成状況報告）  

第２７条  補助事業者は、国の実施要綱



別記１の第１の６の（２）に基づく計

画の承認年度から目標年度まで、毎年

度、国の実施要綱別記１の第２の１に

規定する担い手確保・経営強化支援事

業目標達成状況報告書 (国の実施要綱

別紙様式第４号 )を翌年度の４月末日

までに市長に提出しなければならな

い。  

 

（関係書類の整備）  

第２８条  補助事業者は、事業終了年度

の翌年度から起算して５年間、本事業

の実施に係る次に掲げる関係書類等を

整理保存しておくものとする。ただ

し、本事業により取得し、又は効用の

増加した財産で第２４条に定める処分

制限期間を経過しない場合において

は、国の実施要綱別記１の第６の６に

記載の管理関係書類を整理保存するも

のとする。  

(1)から (5) まで  （略）  

 

別記第１の６の（２）に基づく計画の

承認年度から目標年度まで、毎年度、

国の実施要綱別記第２の１に規定する

担い手確保・経営強化支援事業目標達

成状況報告書 (国の実施要綱別紙様式

第４号 )を翌年度の４月末日までに市

長に提出しなければならない。  

 

 

（関係書類の整備）  

第２８条 補助事業者は、事業終了年度

の翌年度から起算して５年間、本事業

の実施に係る次に掲げる関係書類等を

整理保存しておくものとする。ただ

し、本事業により取得し、又は効用の

増加した財産で第２４条に定める処分

制限期間を経過しない場合において

は、国の実施要綱別記第６の６に記載

の管理関係書類を整理保存するものと

する。 

(1)から(5) まで （略） 

 

 

  附  則  

 こ の 要 綱 は 、 告 示 の 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 商 工 農 水 部 農 水 振 興 課 ）  

 


